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２．新しい地方自治の形としての「奈良モデル」 

 

（１）「奈良モデル」とは何か ～基本理念・コンセプト～ 

 

「奈良モデル」は、「市町村合併に代わる奈良県という地域にふさわしい行政のしくみ」

であるとともに、人口減少・少子高齢社会を見据え、「地域の活力の維持・向上や持続可能

で効率的な行財政運営をめざす、市町村同士または奈良県と市町村の連携・協働のしくみ」

と定義される。 

「奈良モデル」は、当初、地方分権の推進や合併に代わる市町村行政の強化・効率化を図

る手法といった観点から検討が始まった。しかし近年、全国的に人口減少・少子高齢化が大

きな課題となる中、県と市町村が従来の枠組みにとらわれず連携・協働するとともに、県が

市町村を様々な形でサポートすることにより、地域の活力の維持・向上や持続可能で効率的

な行財政運営に資するしくみとして、その意義が広く注目されている。 

「奈良モデル」を推進する上での基本的な考え方は次のとおりである。 

① 県と市町村はそれぞれが地方行政を担う主体であり、県と市町村は対等な関係にある。 

② 県と市町村は、憲法と法律が禁止しない限り、それぞれの議会の承認を得て、国を含

む他の公共団体と自由に契約を締結し、平等な立場で連携・協働を進めることができ

る。（国の法律には記載されていない県と市町村の役割分担の隙間を私法上の契約で

埋めていくという考え方） 

③ 県と市町村が有しているそれぞれの資源（人材、財源及び様々な施設など）を県域資

源として捉え、県全体として効率的に有効活用する。 

そして、県は基礎自治体である市町村を下支えし、自立心のある市町村を様々な形でサポ

ートする役割を果たすべきとの考えの下、取組を推進している。 

 

（２）「奈良モデル」の誕生とその発展 

  

「奈良モデル」の検討の開始は、平成２０年、平成の市町村合併も終盤を迎えた頃である。 

平成１２年に施行された地方分権一括法以来、都道府県と市町村が「対等・協力の関係」

となったことで、都道府県の市町村への関与が弱くなり、県と市町村の関係が希薄になった

面がある。そのような中、奈良県では、市町村が自立して効率的な行政運営を行う真の地方

分権の実現のため、合併に代わり連携・協働を進め、県が市町村を支える独自の方向を選択

して先頭を切って走ってきた。「奈良モデル」の名称は、このようなしくみを検討する過程

で、平成２２年に名付けられた。 
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① 奈良県にふさわしい県と市町村の役割分担のあり方を検討（平成２０～２１年度） 

平成２０年１０月、県と市町村が連携・協働して奈良県という地域に最適な地方行政のし

くみを模索するため、小西砂千夫関西学院大学大学院教授と伊藤忠通奈良県立大学学長をア

ドバイザーに迎え、市長会・町村会の会長、知事等をメンバーとする「県・市町村の役割分

担検討協議会」を立ち上げた。ここでは、地方行政の担い手である県と市町村が有している

人材、財源及び様々な施設などの資源を県全体として効率的に有効活用するという発想の下、

既定の考えにとらわれず、市町村の実情を踏まえ、「補完と自律」を基本とした奈良県とい

う地域に最適な県と市町村の役割分担のあり方について検討した。 

そして、平成２２年２月、「『奈良モデル』検討報告書～県と市町村の役割分担のあり方

～」をとりまとめ、「奈良モデル」の基本的な考え方や方向性を示した。この報告書におい

て、県と市町村は対等の関係にあることを前提とした上で、市町村と県の役割についてとり

まとめている。 

市町村の役割は、優先的に住民にサービスを提供する基礎自治体であるとともに、その実

情に応じ、自らの意思により、事務の共同化、県からの支援などを検討することも可能とし

ている。 

一方、県の最も重要な役割は、自立心を持って創意工夫

し、がんばる市町村を下支えすることであり、例えればサ

ッカーのミッドフィルダー（ＭＦ）である。ボランチとし

て、国と市町村の間に立ち、自ら構想し、よく考え、走り、

国からのボール（政策や情報、財源など）をコントロール

し、市町村へうまくパスする役割を果たすことをめざして

いる。〈図７〉 

そのために県は、国と対等な立場に立ち、国に対して積

極的な提案や要望を行うとともに、国の各省庁が個別に立

案した施策や予算、通達をそのまま周知するのではなく、

内部の部局間連携を密にし、各市町村の実情やニーズに合

致した施策として再編・立案し、市町村に提案することが重要である。 

また、市町村と対等な立場で協議・検討を行い、その状況を把握した上で必要な支援を行

う。例えば高度な技術や専門的な知識を活かし、市町村が単独で行うのが困難な分野につい

て支援や市町村間の連携への調整を行うとともに、先進的な取組については、市町村の独自

のアイデアを尊重しつつ、各市町村への情報提供や普及・推進のための支援を行うものとし

ている。 

次に、県と市町村の役割分担の検討の方向性を、次の３つに整理した。 

【図７ 県の役割（イメージ）】
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① 市町村同士の連携による効率化（水平補完）…職員数削減や専門職員の不足への対応や、

経費節減につながる市町村同士の共同処理を推進する。県は共同化の実現に向けた調整

を積極的に行うとともに、県も関わる業務については連携に参加する。 

② 小規模町村への県の支援（垂直補完）…行政サービスを維持するために必要な場合は、

町村が実施すべきものとされている事務であっても、県がその事務を支援（代行）する。 

③ 市町村への権限移譲…基礎自治体優先の原則の下、市町村が望む場合には、県の事務で

あっても、市町村へ事務の執行を委任し、または権限を移譲する。 

このような考え方に基づき、県と市町村が現に行っている事務事業について網羅的に整

理・分析を行い、県と市町村の役割分担の見直しの検討が必要と思われる業務を抽出し、「『奈

良モデル』検討報告書」において役割分担見直し検討対象業務として、下記の７３業務を連

携・協働を図る候補に選定した。 

 

【表１ 役割分担見直し検討対象７３業務一覧表】 
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② 連携・協働の取組が可能な分野から順次実行を開始（平成２２～２５年度） 

平成２２年度には、「『奈良モデル』検討報告書」でとりまとめた、役割分担の見直しや

検討が必要な業務の現状と課題を検証するため、「県・市町村の役割分担検討協議会」を発

展的に解消し、「奈良モデル」検討会を立ち上げた。 

「奈良モデル」検討会は、役割分担の見直しが必要とされた業務について知事と市町村長

が一堂に会して議論し、取組の方向性について合意形成を図る場である。７３業務のうち、

①緊急度の高いもの、②市町村の要望の強いもの、③効率化の効果が高いものから優先的に

具体的な協議を行ってきた。平成２１年から開始された「奈良県・市町村長サミット」の主

要テーマに「奈良モデル」検討会を位置づけることにより、知事と市町村長が総力戦で「奈

良モデル」を強力に推進していくしくみが確立した。 

また、「奈良モデル」検討会で合意された取組については、当該事務を担当する県または

市町村の担当課に事務レベルの作業部会を設置し、具体化に向けた検討を行った。 

この間の検討による大きな成果としては、南和広域医療組合の設立（平成２３年度）、市

町村税の税収強化のための７町によるネットワーク型共同徴収の開始(平成２５年度)、また、

県内全市町村の橋梁長寿命化修繕計画策定が完了(平成２５年度)したこと等がある。 

（個別の取組については、第２章で詳細を紹介） 

 

③ 県と市町村が協働で事業を実施するなど新たな形での「奈良モデル」が進展 

（平成２６年度～） 

近年では、「『奈良モデル』検討報告書」における役割分担見直し検討対象７３業務の枠

にとらわれず、県と市町村が協働でまちづくりを推進するほか、「奈良県地域医療構想」や   

「奈良県教育振興大綱」、「奈良県公共交通基本計画」、「奈良県地域福祉計画」等の県域

全体を対象とした基本計画について、策定段階から県が市町村に情報を提供し、また策定に

市町村が参画し、その目的実現のために協力するなど、新たな分野において県と市町村が協

働で事業を実施している。 

また、個別の取組も徐々に成果が上がっている。平成２６年度には、３７市町村が構成団

体となる奈良県広域消防組合が発足した。平成２８年度には南和地域の核となる南奈良総合

医療センターが開院、ごみ処理広域化に向けた検討が進み一部事務組合が新たに２地域で設

立、さらに、磯城郡３町において水道広域化に向けた協定が締結されるなど、今後の事業の

進捗が期待されるところである。「連携・協働によるまちづくり」の取組も全県的に進み、

平成２９年２月までに包括協定を１８市町村と締結している。 
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④ 国の取組よりも先駆的だった「奈良モデル」 

平成の大合併を経て、市町村はさらなる行財政基盤の強化が求められ、国においても合併

に代わる新たな自治体間連携のしくみの検討が行われている。また、人口減少・少子高齢化

が全国的な課題とされる中、都道府県の役割の重要性が認識されている。これらの国の動き

は、全国に先駆けて柔軟な市町村連携と県による市町村支援を実践してきた奈良県の考え方

と合致するものであり、「奈良モデル」は注目を集めている。 

平成２５年６月２５日、第３０次地方制度調査会は、「大都市制度の改革及び基礎自治体

の行政サービス提供体制に関する答申」を内閣総理大臣に提出した。少子・高齢社会にあっ

て、条件不利地域の基礎自治体の行財政基盤の強化が課題であり、市町村間での水平連携を

推進するとともに、都道府県が事務の一部を市町村に代わって処理するなど、都道府県によ

る直接的な補完について言及している。 

平成２６年度には地方自治法が改正され、地方公共団体が連携して事務を処理するにあた

っての基本的な方針及び役割分担を定める「連携協約」制度や、「事務の代替執行」制度等

が創設された。これらの制度は、平成の大合併が一段落した中、自治体間の柔軟な連携や都

道府県による補完を実践するためのしくみであり、「奈良モデル」と同様の考え方であると

もいえる。なお、平成２６年５月には、「連携協約」制度等の地方自治法の改正を審議する

国会審議に際し、参議院総務委員会の参考人質疑が行われ、荒井知事が参考人のひとりとし

て招聘され、「奈良モデル」の取組について説明したところである。 

また、人口減少社会における地方行政体制等を審議する第３１次地方制度調査会の審議の

過程においても、県がリーダーシップを発揮し、市町村と総力戦で地域の活力の維持・向上

に向け取り組んできた「奈良モデル」が注目され、平成２７年１月に開催された第３１次地

方制度調査会専門小委員会で、人口減少社会における都道府県の役割の重要性について知事

が意見を述べている。「奈良モデル」の取組の考え方は、市町村間の調整機能や市町村の事

務の補完機能など、都道府県の役割の重要性について言及した第３１次地方制度調査会「人

口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」（平成２

８年３月１６日）に盛り込まれている。 

さらに、第３１次地方制度調査会答申を受け、都道府県による市町村の補完について具体

的な取組分野や手法等を検討するため、総務省に「広域連携が困難な市町村における補完の

あり方に関する研究会」が設置され、「奈良モデル」も事例として検討が進められていると

ころである。 

このように、地道ではあるが、合併に代わる持続可能で効率的な行政運営のしくみの構築

に向け、県と市町村が総力戦で行政経営力の底上げを図ろうと現場で知恵を絞り、地域に相

応しい取組を実践してきた「奈良モデル」が評価されている。 
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（３） 「奈良モデル」の推進エンジンとしての「奈良県・市町村長サミット」 

 

① 知事と市町村長の信頼関係を築く「奈良県・市町村長サミット」の開催 

「奈良モデル」の検討を進めるにあたっては、「奈良県・市町村長サミット（以下、「サ

ミット」）」等、知事と市町村長が一堂に会し、課題の共有や意見交換を行う場を定期的に

創出してきたことが大きな成果につながった。 

サミットは、県と市町村が共通の認識を持ち「奈良モデル」を具現化していくため、平成

２１年度より、定期的に開催（年間５～６回程度）している会議である。 

サミットのテーマとしては、「奈良モデル」の新たに取り組む課題についての検討、市町

村を取り巻く諸課題についての意見交換、先進的な取組を行っている市町村長や市町村行財

政にかかる有識者を招いた勉強会などがある。会議は、県からの課題提起、グループでの意

見交換、発表、知事の総括といった流れを基本に進行している。課題提起において、県は、

エビデンスベーストのＮＰＭ（ニューパブリックマネジメント）の考え方に基づき、統計処

理したテーマごとの分析資料を市町村に提示することで各団体が置かれている状況を示し、

健全な競争意識の醸成に努めるほか、率先して取組の方向（課題解決モデル）の提示に努め

ている。<図８> 

平成２３年度からはアイランド形式（グループ）に机を配置し、県や市町村長等からの課

題について発表の後、議題について意見交換を行い、各アイランドから意見交換内容の発表

を行う進行で運営している。 

サミットは、毎回、多くの市町村長の出席を得て、回数を重ねるとともに年々議論も活発

になっている。知事と市町村長が直接議論を交わすサミットは、ユニークな取組として注目

され、奈良県同様に知事と市町村長が一堂に会する会議を開催している県もある。 

サミットの開催により知事と市町村長の信頼関係が構築されるとともに、市町村長が、行

政効率化に向けた意欲や、連携・協働への意識を高めるきっかけとなっており、「奈良モデ

ル」の推進に多大な役割を果たしている。（開催実績については、資料編で紹介） 

 

【「奈良県・市町村長サミット」の様子】             
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【図８ 分析資料の例】 

県内各市町村の特徴や順位等を示し、財政基盤の強化を促す財政状況分析資料の一例。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② サミットを補完する諸会議の開催（テーマ別・地域別のサミット・懇話会） 

奈良県では、行政課題全般についての意見交換を行う「奈良県・市町村長サミット」のほ

か、サミットを補完する会議として、特定の課題にかかるテーマ別・地域別のサミット・懇

話会等を開催している。 

「奈良県教育サミット」は、知事・市町村長と県・市町村の教育長が一堂に会し、教育課

題にかかる情報共有や意見交換を行うため、平成２７年度より年間３回程度開催している。

この「奈良県教育サミット」における議論を通じ、地域の実情に応じた教育の振興に向け、

県と市町村が共通認識を持ちながら、協働して施策を実践していくといった機運が高まって

いる。 

また、水道分野にかかる連携を推進するため、平成２５年度に「県域水道ファシリティマ

ネジメント懇話会」（構成団体：大和高田市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、

高取町、明日香村、上牧町、広陵町）を２回開催し、業務共同化や施設共同化の検討を行っ

^

県内各市町村の経常収支比率の健康診断表
（全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分）

全国平均（９０．０）以上 全国平均（９０．０）未満

低
下

上
昇

「要治療」であるが前年度よりも低下

「要治療」でかつ前年度よりも上昇

「健康」でかつ前年度よりも低下

「健康」であるが前年度よりも上昇

市町村名

平成26年度

経常収支比率

平成27年度経常収支比率
－平成26年度経常収支比率

平成27年度

経常収支比率

※各項目の見方

２０団体

（前年度１団体）

１６団体

（前年度２団体）

２団体

（前年度２５団体）
１団体

（前年度１１団体）

○県内各市町村の経常収支比率を全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分し整理。
○「要治療」領域に属する２２団体のうち、２０団体が前年度よりも低下し、葛城市、河合町の２団体が前年度よりも上昇。
○「健康」領域に属する１７団体のうち、曽爾村など１６団体が低下し、生駒市のみ前年度よりも上昇。

「健康」とは、経常収支比率が

全国平均未満であることをいう。

「要治療」とは、経常収支比率が

全国平均以上であることをいう。
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100.0以上

○全国１，７４１団体と比較すると、御所市、河合町、天理市などの順位が低く、川上村、曽爾村、上北山村などの順位が高

い。
○経常収支比率が全国平均以上である団体数は２２、全国平均未満である団体数は１７。
○全国順位が上昇したのは２６団体、低下したのは１２団体、変動なしが１団体。

団体数

（全国）

「要治療」（全国平均以上）
（財政構造の弾力性が低い）

「健康」（全国平均未満）
（財政構造の弾力性が高い）

川西町 83.8 天川村 83.2
(↑535位) (↑482位)

※括弧内は、全国1,74１団体における順位。
↑は前年度順位より上昇、↓は前年度順位より低下したことを示す。

※「健康」とは、経常収支比率が全国平均未満であることをいう。
「要治療」とは、経常収支比率が全国平均以上であることをいう。

平成２７年度全国市区町村における奈良県内各市町村の経常収支比率の状況

全国平均９０．０

平群町 93.6 上牧町 93.2 広陵町 93.2 吉野町 93.0
(↓1,544位) (↑1,513位) (↑1,513位) (↑1,493位)

御所市 99.6 河合町 99.6 天理市 99.4 桜井市 99.1
(↑1,727位) (↓1,727位) (→1,726位) (↑1,724位)

奈良市 97.0
(↓1,693位) 

黒滝村 95.7 宇陀市 95.1 大和郡山市 95.0
(↓1,645位) (↓1,625位) (↑1,622位)

橿原市 94.5 大和高田市 94.4 斑鳩町 94.2
(↓1,593位) (↓1,586位) (↑1,576位)

五條市 92.8 下市町 92.3 王寺町 92.0
(↑1,477位) (↑1,443位) (↑1,415位)

明日香村 91.9 田原本町 91.6
(↑1,407位) (↓1,380位)

野迫川村 90.8 葛城市 90.6
(↓1,306位) (↓1,284位)

香芝市 88.8 安堵町 88.8 高取町 88.7 生駒市 88.1
(↑1,077位) (↑1,077位) (↑1,064位) (↓996位)

大淀町 87.6
(↑935位) 

十津川村 85.6 東吉野村 85.6 三郷町 85.1
(↓729位) (↑729位) (↑667位)

御杖村 84.2
(↑577位)

経常収支比率が81.0～81.9
である団体数（全国）

三宅町 82.8
(↑446位)

下北山村 79.9 山添村 79.8
(↑248位) (↑244位)

上北山村 77.1
(↑156位)

曽爾村 75.8
(↑122位)

川上村 73.4
(↑76位)

県内市町村平均
９３．５

^

県内各市町村の経常収支比率の健康診断表
（全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分）

全国平均（９０．０）以上 全国平均（９０．０）未満

低
下

上
昇

「要治療」であるが前年度よりも低下

「要治療」でかつ前年度よりも上昇

「健康」でかつ前年度よりも低下

「健康」であるが前年度よりも上昇

市町村名

平成26年度

経常収⽀⽐率

平成27年度経常収⽀⽐率

－平成26年度経常収⽀⽐率

平成27年度

経常収⽀⽐率

※各項目の⾒⽅

２０団体

（前年度１団体）
１６団体

（前年度２団体）

２団体

（前年度２５団体）

１団体

（前年度１１団体）

○県内各市町村の経常収支比率を全国平均を目安に「健康」と「要治療」に区分し整理。
○「要治療」領域に属する２２団体のうち、２０団体が前年度よりも低下し、葛城市、河合町の２団体が前年度よりも上昇。
○「健康」領域に属する１７団体のうち、曽爾村など１６団体が低下し、生駒市のみ前年度よりも上昇。

「健康」とは、経常収⽀⽐率が

全国平均未満であることをいう。

「要治療」とは、経常収⽀⽐率が

全国平均以上であることをいう。

生駒市

田原本町 平群町 ⿊滝村 大和高田市

河合町 葛城市

香芝市 安堵町 三郷町 十津川村

斑鳩町 大和郡山市 天理市 王寺町 高取町 川⻄町 大淀町 下北山村

奈良市 宇陀市 野迫川村 橿原市

吉野町 五條市 御所市 上牧町

下市町 広陵町 桜井市 明日香村

三宅町 上北山村 天川村 御杖村

曽爾村 川上村 東吉野村 山添村92.3 93.2 99.1 91.9

99.6 97.2104.598.9

△6.6ﾎﾟｲﾝﾄ

98.2 104.297.5 97.2

93.0 99.692.8 93.2

94.2 99.495.0 92.0

98.0 101.898.2 94.4

97.0 90.895.1 94.5

99.0 92.397.1 95.9

91.6 95.793.6 94.4

93.0 96.594.4 94.9

91.8 87.291.7 86.8

88.8 85.188.8 85.6

93.5 91.087.4 83.3

88.7 87.683.8 79.9

91.3 94.385.3 87.6

75.8 85.6 73.4 79.8

90.6 89.684.2 89.6

82.8 83.277.1 84.2

△6.4ﾎﾟｲﾝﾄ △5.4ﾎﾟｲﾝﾄ △5.3ﾎﾟｲﾝﾄ

△5.2ﾎﾟｲﾝﾄ △4.7ﾎﾟｲﾝﾄ △4.0ﾎﾟｲﾝﾄ

△15.5ﾎﾟｲﾝﾄ △11.9ﾎﾟｲﾝﾄ △7.8ﾎﾟｲﾝﾄ△8.7ﾎﾟｲﾝﾄ

△4.6ﾎﾟｲﾝﾄ

+1.9ﾎﾟｲﾝﾄ

△3.8ﾎﾟｲﾝﾄ △3.2ﾎﾟｲﾝﾄ △2.4ﾎﾟｲﾝﾄ△2.4ﾎﾟｲﾝﾄ

△2.0ﾎﾟｲﾝﾄ △2.0ﾎﾟｲﾝﾄ △1.4ﾎﾟｲﾝﾄ△1.5ﾎﾟｲﾝﾄ

△1.4ﾎﾟｲﾝﾄ △0.8ﾎﾟｲﾝﾄ △0.5ﾎﾟｲﾝﾄ△0.8ﾎﾟｲﾝﾄ

△3.0ﾎﾟｲﾝﾄ △2.9ﾎﾟｲﾝﾄ △1.2ﾎﾟｲﾝﾄ△2.1ﾎﾟｲﾝﾄ

△7.8ﾎﾟｲﾝﾄ △7.1ﾎﾟｲﾝﾄ △5.4ﾎﾟｲﾝﾄ△6.4ﾎﾟｲﾝﾄ

△4.8ﾎﾟｲﾝﾄ △3.6ﾎﾟｲﾝﾄ △3.4ﾎﾟｲﾝﾄ△3.4ﾎﾟｲﾝﾄ

+2.2ﾎﾟｲﾝﾄ+0.6ﾎﾟｲﾝﾄ
99.0

90.6

88.4

99.6
88.1

86.2
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た。当懇話会での検討状況の報告をサミットで行ったことが、磯城郡における広域化検討の

契機となった。 

また、平成２７年度より「五條・吉野エリア水道広域化推進懇話会」（構成団体：五條市、

吉野町、大淀町、下市町）を開催し、浄水場の統廃合などの施設共同化及び県営水道と市町

水道の統合について検討を進めているところである。 

地域交通の分野では、知事・市町村長に国や民間の交通事業者等も交えた「地域交通改善

協議会」を平成２４年度より年１～２回程度開催し、公共交通の維持・確保・活性化につい

て意見交換を行っている。特に、平成２８年３月に策定した公共交通施策の基本的な方針等

を定める「奈良県公共交通基本計画」及び「奈良県地域公共交通網形成計画」は、当協議会

での議論内容を大きく反映したものとなっている。 

さらに、特定地域の共通課題について深く議論するため、知事と各地域の市町村長が議論

を行う「地域振興懇話会」を平成２４年度から２７年度にかけて開催した。「葛城地域振興

懇話会」（構成団体：大和高田市、御所市、香芝市、葛城市、広陵町）において、土木職員

の人材確保策について課題提起があり、県域での土木職員の採用共同試験の実現につながっ

た。「まほろば地域振興懇話会」（構成団体：大和郡山市、天理市、川西町、三宅町、田原

本町）では、水道広域化に向けた検討が行われ、磯城郡３町における具体的な取組につなが

る成果があった。 

 

③ 「地域フォーラム」の開催 

平成２５年度から、知事、市町村長、専門家等がパネルディスカッションにより地域課題

について意見交換を行う「地域フォーラム」を県内各地域で実施している。 

地域の課題について、県、市町村等の取組や活動を報告することで、県政に対する県民の

理解を深めるとともに、パネルディスカッションによる対話を通じて、地域の課題解決につ

なげることをめざしている。 

平成２７年度は、「健康・医療・介護」「協働と連携のまちづくり・奈良モデル」「教育」

の中から各地域２テーマで、全６回開催し、平成２８年度は「健康・医療・介護」にテーマ

を絞り、全９回開催した。 

 

 

（４）「奈良モデル」の取組形態 

 

「奈良モデル」のあり方検討委員会において、これまでの取組経緯を踏まえ、権限委譲を

除く「奈良モデル」の取組形態を次のとおり再整理した。 
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① 広域連携支援型 

市町村間の広域連携を推進するため、県は助言、調整、人的・財政的支援等を行う。 

② 市町村事務代行型 

市町村が単独で事務を行うのが困難な場合、県が市町村の事務を代わって行う。 

③ 市町村業務への積極的関与型 

市町村の取組を一層効果的なものにするため、県が、必要な助言や人的・財政的支

援等を積極的に行い、県の施策とも連携して実施する。 

 

「奈良モデル」の進展に伴い、「『奈良モデル』検討報告書」において示した「水平補完」

と「垂直補完」に加え、「県と市町村の連携・協働によるまちづくり」のように県が市町村

の業務に積極的に関与するといった形態が発展してきている。また、「水平補完」において

も、「南和地域における広域医療提供体制の再構築」のように、市町村間の広域連携に県も

実施主体として積極的に参画することにより、市町村を下支えしていることが特徴である。 

具体的な取組事例については、次章で述べる。 

 

【表２ 「奈良モデル」の取組形態と主な取組例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


